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アパレル産業1)の展開と

下請生産体制の変容

—繊維産業構造変化の一側面-

上 田 達

1. はじめに

昭和51年12月， 繊維工業審議会は， 「新しい繊維産業のあり方」と題する提

言を通産大臣に意見具申した2)。これを要約すると一―’

「わが国の繊維産業は近隣諸国の追上げ等による国際競争力の低下，多様化

・個性化しつつある消費者需要への対応の遅れ等の問題に直面している。この

1)中込省三氏によると， 「わが国でアパレル産業という言葉が使用されはじめたのは，

昭和47年ごろからである。このアパレル (Apparel)は英語で衣服とか衣料品のこと

であり，同様な英語には，このほか Clothing,Garmentなどがあるが，アメリカで

アパレルがよく使用されていることから，この言葉だけがわが国で使用されるように

なった。 70年代の答申（通産省編「70年代の繊維産業」昭和49年7月）をはじめ，ニ

度の提言にも，アパレル産業の名称が使用されたことが普及を決定的なものにした。

従来，繊維産業の製品を糸，織物，ニット生地，衣服その他繊維製身のまわり品，ィ

ンテリア，寝具，工業用資材とすると，アパレル産業とは，衣服その他繊維製身のま

わり品，インテリア，寝具など，消費者がすぐ使用できる最終製品，完成品を製品と

する産業である。糸，織物， ニット生地， 工業資材などは中間製品，末完成品であ

り，これらを繊維を中心とする原料産業とすれば，アバレル産業はアバレル（衣服）

を中心とする加工産業である」。 中込省三『アバレル産業への離陸一繊維産業の終焉

-J東洋経済新報社，昭和52年10月， 179-183ページより要約引用。

2)繊維工業審議会「新しい繊維産業のあり方」，通商産業調査会『通産省公報』 No.8109,. 

昭和51年12月13日 1-7ペー ジ。
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ような困難を克服し，新しい安定と繁栄のためには，消費者需要への即応をめ

ざして繊維企業が生産・流通全般にわたり垂直的連携の強化を図るほか，消費

者に最も近い位置にあるアパレル産業の充実強化，付加価値の高い発展可能分

野への円滑な転換が必要であり，従来の設備偏重から脱却し，業界組織のあり

方を再検討する必要がある」3)。

「新しい繊維産業のあり方」と題するこの提言が，とくにアパレル産業を構

造改善の軸として位置づけ，その充実振興を強調していることは，注目される

ところであり，次のようにも述べられている。

「今後の垂直的連携の強化による構造改善のなかで，消費者に最も近く位置

しているアパレル産業が新しい発展の基盤を見出せるかどうかは，わが国繊維

産業の消長に大きな影響を与える。

しかも，このアパレル産業は，昭和40年代の初めにようやく産業としての形

ができたばかりであり，欧米のアパレル産業と比べても，生産，販売，商品企

画などの諸機能はまだ成熟していない。この未成熟さのためアパレル産業が本

来的に内包している不確実性を克服することが一段と困難となっている。

消費者需要の質的変化が速いこと，以前のような量的拡大があまり期待でき

ないこと，しかも輸入圧力の増大が予想されることなど，今後の環境を考える

とき，わが国のアパレル産業の充実強化は焦眉の急務である」4)。

ではアパレル産業の現実はどのように展開しているのであろうか。構造不況

業種の代表にされるほど深刻な苦境に陥った繊維産業のなかにあって，アパレ

ル産業は比較的頓調な成長をたどってきた分野といわれてきた。しかし，昭和

53年に入って急成長企業，名門企業と呼ばれる企業に倒産の事態がみられ5),

3)同上誌， 1ページ。

4)同上誌， 3ページ。

5)昭和53年4月，急成長アバレルメーカーの＜ヴァンジャケット＞が500億円の負債を

抱えて事実上倒産したのに続き，昭和8年創業の婦人服メーカーの最大手の一角で，

老舗中の老舗といわれる＜花咲＞が76億円の負債を抱えて事実上倒産した。東洋経済

新報社『週刊東洋経済』昭53.5.13号， 80ページ。
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アパレル産業は，今日，転換期にあるということができよう。

すでにわれわれは，昭和40年代以降の日本の繊維産業の構造変化に注目し，

アパレル産業を主として産業システム化とファッション産業の展開という視点

から，その動向を見守り，分析をかさねてきた6)。本稿では，すでになされた

分析を基礎として，日本の繊維産業の構造変化を概括し，そのなかで現実に展

開しつつあるアパレル産業と下請生産体制の変容の実証究明を，中小企業問題

の視角から試みようとしている。

2. 繊維産業の構造変化

(1) 分析の対象ー一大阪の繊維産業

今日，わが国繊維産業が構造再絹を強くせまられていることは多言を要しな

いであろう。さきにみた「新しい繊維産業のあり方」も，まさに構造的視点か

らそれが問われているのであるが，その検討のためには，わが国繊維産業が今

日までの過程でみられた構造変化の態様を明らかにしておく必要があるだろ

6)上田達三「ファッション産業一衣服縫製を中心として」， 大阪市総合計画局「大都市

性工業調査研究報告書(II)』昭和45年3月， 99-138ページ。

大島隆雄， 上田達三「繊維産業」， 大阪府商工部・桃山学院産業貿易研究所『工業シ

ステム化実態調査報告書」昭和46年3月， 41-67ページ。

上田達三「ファッション産業」， 大阪府商工部・桃山学院大学産業貿易研究所「工業

システム化実態調査報告書(II)』，昭和47年3月， 105-158ページ。

上田達三「産業システム化とファッション産業一日本繊維産業再編成の一側面」， 関

西大学経済学会『経済論集』第23巻第4・5合併号，昭和48年12月， 83-118ページ。

上田達三「わが国繊維産業の構造変化ー工業統計・輸出入統計の再編・分析の試み」，

大阪経済大学中小企業経営研究所「中小企業季報』 1975年第 3号，昭和50年10月， 11

-26ページ。

上田達三「転機に立つ大阪の繊維中小工業」， 大阪市経済局「大阪経済」 76号， 昭和

50年12月， 20-35ページ。

上田達三「ファッション産業と繊維産業ー大阪の繊維産業の変容と中小企業」， 大阪

市経済局「大阪経済」 82号，昭和52年3月， 16-35ページ。

上田達三「繊維産業のファッション化と中小工業」大阪商工会譲所『大阪における中

小工業発展の条件と体質強化策」昭和53年5月， 45-80ページ。
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う。本稿では，つぎの 2つの理由から，分析の対象として大阪府の繊維産業を

取りあげることとする。

① 資料の速報性と入手容易性による。

③ 他地域の繊維産業の多くが，ある特定業種に特化した産地を形成しているのに対し

て，大阪の繊維産業は，原糸・織物•最終製品の段階それぞれに，多岐多彩な業種が

複雑な社会的分業組織をとりながら，船場という繊維の一大集散地をとりかこんで立

地し，全体として総合的な繊維産業を形成しており，わが国繊維産業の構造を表徴し

ているといえるからである。

構造変化の分析に先立って，大阪繊維産業の生産・流通構造を要約しておこ

う。大阪の繊維産業は，地場伝統産業を基盤として，泉州，河内地域を中心に

発展してきた綿紡・ 綿スフ織物，紡毛紡・毛織物・ 毛布，タオル，ねん糸など

が，また，外来移殖産業として大阪市内・同周辺を中心に発展してきたメリヤ

ス，外衣・下着などの縫製品，繊維最終製品が，それぞれ関連工業との社会的

分業組織をとる中小工業地域集団を形成し，これら中小工業のすそ野の上に近

代的紡績，化合繊などの原糸メーカーが大工業として発展し，位置している。

このように，大阪の繊維産業は，原糸・織物•最終製品の各段階からなる総合的

な繊維産業を形成しているが，それぞれの段階毎に商業資本が介在し，また企

業相互間にも外注・下請関係が存するという複雑な生産・流通構造である 7)。

(2) 段階別，生産・流通構造の変化

—高加工度化，アパレル化の進展

大阪繊維産業の構造変化を，まず生産面の視点からみよう。昭和41年を比較

の基準にとり s),段階別9)にみた製造品出荷額・粗付加価値額構成の51年対比

7)前掲，上田達三「転機に立つ大阪の繊維中小工業」 25ページ，より補完引用。

8)以下， 生産・ 流通構造の変化の比較年次を． 入手しえた最新資料としての昭和51年

と，昭和41年をとる。わが国繊維産業は，昭和40年不況をへて，昭和40年代に入って

以降，生産・流通面に大きな変化がみられたが， 40年は深刻な不況のさなかにある特

異な年であり，この不況から脱出して平常な事態にもどった41年を比較年次とするこ

とが適切であり，また，この年が51年のちょうど10年前にあたり，構造上の変化をみ

るには適切な時期間比較の年と考えるからである。
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＜表・ I>をしてみよう。

製造品出荷額，粗付加価値額とも，段階別シェアは，原糸段階での著しい低

下，織物段階での停滞10) と対照的に，アパレルを中心とした最終製品段階で

の上昇が明らかにしめされている。

粗付加価値額の伸び（昭51/41)が，原糸段階では出荷額の伸びを下回わって

いるのに対し，織物，最終製品段階では上回わっていることは，段階生産物で

ある繊維製品の高加工度化が進展したことを示唆している。

最終製品段階において，出荷額，粗付加価値額のシェアが高く，しかも伸び

率が高いのは，外衣，メリヤスである11)。そこで， これらの細分類品目の最

終製品にしめる粗付加価値額シェアの変化と増加率．増加寄与率＜表・ 2>を

みると，増加寄与率が大きい値をしめす業種は，丸編メリヤス，婦人子供服，

男子服，横編メリヤスの 4業種， このうち増加率が最終製品段階計の値を上

回わり，したがってシェアを高めているのは，婦人子供服と横編メリヤスであ

る。これら業種は，最終製品段階においてファッション性が高いとみられる品

目であり，高加工度化の過程が，アパレルのなかでもファッション性の高い外

9)段階生産物として構成される繊維産業を，原糸段階，織物段階，最終製品段階の 3グ

ループに分ける試みを，統計上行った。『工業統計」産業小分類業種を構成する産業

細分類業種の性格を検討し，実態に即して 3段階に再編した。原糸段階には，化学工

業から化学繊維（レーヨン，アセテート，合成繊維）を加えることが，繊維産業をみ

る場合欠くべからざるものと考えた。中分類・繊維工業に属するメリヤ•スを最終製品

段階に組入れたのは，セークー，靴下，手袋などは最終製品そのものであり，またメ

リヤス生地同製品は織物段階に入れる方が妥当とも考えられるが，生地のみの生産よ

りも，メリヤス製品として生産されている場合が多い実態から，メリヤスを一括して

最終製品段階に入れた。レース・繊維雑品も，メリヤスと同じ理由から最終製品段階

に入れた。前掲，上田達三「わが国繊維産業の構造変化」 17-18ページ。

10)織物段階の出荷額計のシェアは， 41年の 40.2彩から51年には 41.9彩に拡大している

が，これは209・ その他繊維工業が7.6彩から12.6劣へ増大したことが寄与しており，

主要な業種である204・織物， 206・染色整理は停滞の傾向がみられる。

11)毛皮製衣服，帽子， レース・繊維雑品は伸び率において外衣，メリヤスを上回ってい

るが，絶対額が小さく，全体に占めるシェアはコンマ以下である（全国統計でもほぽ

同じ傾向である）。
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％
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衣を中心に進展したことがしめされている。

つぎに流通構造の変化をみよう。

大阪はわが国繊維流通の中心地といわれているが，大阪の繊維卸売業の業種

別販売額構成の昭和41年・ 51年対比＜表・ 3>をみると，以下のような顕著な

変化が見い出される。

昭和41年，繊維原料・糸・織物など中間財を主とする繊維卸売業の販売額シ

ェアが78.2彩を占め，最終製品を主とする衣服身のまわり品卸売業は21.8彩に

すぎなかった。ところが昭和51年には，対41年比，繊維卸売業の販売額が1.15 

倍と停滞しているのに対し，衣服身のまわり品卸売業は3.16倍となり，その結

果，衣服身のまわり品卸売業のシェアは43.5彩に上昇し，繊維品卸売業の56.5

彩に接近するいきおいをしめしている。とりわけ，婦人子供服卸売業の伸びが

ひときわ高く，昭和51年販売額は41年の15倍に達して 1兆円をオーバーし，全

体に占めるシェアも1.9彩から17.8彩に著増している。以上の傾向は， 1店あ

たり販売額についてもほぼ同様である。

周知のように，わが国の全輸出に占める繊維品輸出シェアが傾向的に低下

し，かつ，繊維総需要に占める輸出シェアも低下してきたが，こうした過程を

つうじて，繊維産業が輸出市場から内需市場への志向をつよめ，かつての輸出

向け中心の糸・織物など中間生産財から，内需向け中心の最終製品の流通シェ

アを高めてきたのである。

同時に，昭和40年代後半以降，繊維製品の輸入が急増したことも，わが国繊

維産業の生産・流通構造の変化に大きな影響をあたえたものとして見のがしえ

ない12)。

以上の大阪繊維産業の生産・流通構造の変化の分析をつうじて，かつての原

糸・織物段階の生産・流通に傾斜のかかった構造から，最終製品段階の生産・

12)昭和46年以降のわが国繊維輸出入構成の急速な変化が，繊維産業の生産・流通構造に

あたえた影響については，前掲， J::田達三「わが国繊維産業の構造変化」 11-26ペー

ジ参照。
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わ
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が
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計
調
査
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果
表
』
か
ら
作
成
。
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流通に比重を移す方向，すなわち，高付加価値をもとめた高度加工産業への志

向，いわゆるアパレル産業が展開してきていることを，われわれは統計的に検

証することができるのである。

(3) 規模別，生産・流通構造の変化

ー一零細性，下請制の深化とアパレルメーカーの成長

以上にみた段階別生産・流通構造の変化と関連して，規模構造の変化を，ま

ず生産面からみてゆこう。中分類・ 20・繊維工業， 21・衣服その他繊維製品製

造業の規模別構成13)の変化＜表・ 4>をみると，昭和51年は41年にくらべて，

事業所，従業員数，出荷額，粗付加価値額のいずれをとっても，上位規模層の

シェアが低下し，これと対照的に小零細層のシェアが高まっている。ファッシ

ョン化をともなう高加工度化が進展したこの10年間に，企業規模の零細性が強

まり，とりわけ，最終製品を主とする衣服その他繊維製品製造業において，こ

のことが著しく進んでいるとみることができる。

ところで，製造加工業種によって事情を異にするが，一般的に，企業規模の

零細性と下請制とは密接な関連性をもっているということができよう。この関

連の変化をたしかめるには，加工賃収入の出荷額に占める割合が，企業規模と

の関連でどう変化したかをみるのが，一つの統計的手法であろう。

大阪繊維産業の段階別，加工賃収入の出荷額に占める割合＜表・ 5>をみる

と，この割合の高い業種は，染色整理，ねん糸であり，これらは，業種の性格

上，もともと外注・賃加工の形態をとる企業が多いことが広く知られている。

われわれにとって注目されるのは，外衣が，昭和41年の21彩から51年には32彩

ヘ，加工賃収入の割合を大きく高めている事実である。

そこで，外衣を中心とするおもな最終製品段階製造業の，加工賃収入の割合

と，企業規模指標としての 1事業所あたり従業員数，雇用形態指標としての業

13)大阪府『工業統計」には， 小分類による規模別統計が公表されていないので， 前掲

＜表・ 1>のような段階別規模構成の変化をみることはできず，やむをえず中分類統

計によった。
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主・家族従業者の割合の変化＜表・ 6>の諸関連を検討してみよう。

出荷額に占める加工賃収入の割合，すなわち外注・下請生産の割合を大きく

高めている業種は，婦人子供服をはじめとする外衣のすべての業種であり，中

衣・下着，たて編メリヤス，横編メリヤスがわずかにその割合を高めている。

そしてこれら業種をはじめ，最終製品段階のいずれの業種においても， 1事業

所あたりの従業員数は減少し，これと対照的に業主・家族従業者の割合は高ま

＜表・ 5>大阪府繊維産業の段階別，加工賃収入割合一昭41・51対比一

（単位・彩）

出荷額に占める加工賃収入の割合

昭 41 I 昭 51 I 昭50-41

264・ 化 学 繊 維

゜
1 + 1 

201・ 製 糸 100 

202・紡 績 4 10 + 6 

203・ ねん糸，かさ高加工糸 24 36 +12 

原 糸 段 階 計 6 12 + 6 

204・ 織 物 13 13 

゜206・ 染 色 整 理 32 63 +31 

207・綱 網 4 5 + 1 

209・ そ の他繊維工業 7 11 +4  

織 物 段 階 計 18 26 + 8 

205・ メ リ ヤ ス 11 ， - 2 

208・レース・繊維雑品 14 ， - 5 

211・外 衣 21 32 +11 

212・ 中 衣 下 着 16 18 + 2 

213・ 帽 子 13 7 - 6 

214・ 毛皮製衣服身のまわり品

゜
3 + 3 

215・ その他衣服身のまわり品 12 10 - 2 

219・ その他 繊維製品 ， 15 + 6 

最 終 製 ロロロ 段 階 計 14 17 + 3 

繊 維 産 業 ムロ 計 14 20 + 6 

製 造 業 の 総 計 6 6 

゜（資料）大阪府「工業統計調査結果表』より作成。
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っている。

以上のことから，最終製品段階の，とりわけファッション性が強い外衣を中

心としたアパレル製造業では，企業規模が零細化をたどるなかで，業主・家族

従業者の役割が増大し，外注・下請生産の割合を高めてきたことが，統計上あ

きらかにされうるのである。

つぎに流通面について，この10年間に飛曜的な販売額の伸びをみせた婦人子

供服卸売業，婦人子供服をのぞく洋服卸売業（以下，たんに洋服卸売業という）の

規模構成の変化＜表・ 7>をみよう。

ここでみられる顕著な変化は，婦人子供服卸売業における 100人以上層，洋

服卸売業における50人以上層の伸長である。とりわけ，年間販売額， 1店あた

り・ 1人あたり販売額の伸びは，これら卸売業の上位層において著しく，さき

にみた製造業の上位層におけるシェア低下と極めて対照的な動きがみられる。

しかしここで注意を要することは， “製品企画を自社で行い，縫製を下請に

委託して生産活動を行う企業”は，統計上，卸売業に属しているということで

ある。

われわれはすでに，“自己のリスクで最終衣料の商品づくりを行い（それが自

家工場で直接生産するものであれ，下請利用によって生産するものであれ）， 卸売業務

を行う（卸機能を有する）企業”を繊維二次メーカー規定した14)。最近ではこ

れをアパレルメーカーと呼ぶことが一般化していることから，われわれもアパ

レルメーカーと呼ぶようになっている。

ところで，これらアバレルメーカーが，統計上，多くの場合，卸売業に属し

ているとすれば，＜表・ 7>にみられた上位規模の婦人子供服・洋服卸売業の

伸長は，実はアパレルメーカーの成長を意味していたのである。このことは，

14)問屋と二次製品メーカーは，従来，業態面から区別されていたが，問屋の生産者化，

二次製品メーカーの卸機能拡充，が両面から進展し，これら両者の同質化がすすんで

いる実態から，いわゆる“製造卸売業”の概念に入るものを，一括して繊維二次メー

カーとした。前掲，上田達三「産業システム化とファッション産業」 97ページ。
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アパレルメーカー間において，上位規模層への生産・流通の集中化傾向と，下

位規模層での停滞傾向という，いわゆる階層分化が進展してきたとみられるの

である。

以上， 『工業統計』， 『商業統計』の分析をつうじて，一方におけるアパレル

メーカーの成長と，その底流で零細縫製企業を中心とする下請生産体制の深化

が，大都市大阪の繊維産業のなかで進展してきたことがあきらかにすることが

できたといえるであろう。

3. アパレル産業の展開と下請生産体制の変容

(1) アパレル産業の構造

わが国繊維産業は，従前の輸出依存型素材産業から，内需志向型加工産業へ

の方向づけー一素材・糸から最終衣料の生産にいたる均衡のとれた産業構造の

実現一ーにせまられている。そのためには，これまで脆弱な部門とされてきた

アパレル産業の育成強化が，重要な施策の一つとされ，このアパレル産業の発

展が繊維産業再生をになうものとして期待されている15)。

すでにあきらかなように，昭和40年代以降の，外衣を中心とした最終製品段

階の発展のなかで，アパレルメーカーの成長と下請生産体制の深化が進展して

きたが，このことと関連して留意すぺきことは，原糸メーカー，総合商社が，

海外のアパレルメーカーやデザイナーとの技術提携をはかりつつ，国内有カア

パレルメーカー，小売店などの垂直統合化をはかり，いわゆるダウン・ストリ

ーム戦略（川下作戦とも呼ばれる）を志向してきたこと，また，大型量販店，百貨

店も，消費者の欲求にあったアパレル商品の開発をめざし，総合商社とも提携

しつつ，いわゆるバックワード・バーティカル・インテグレーション（後方垂直

統合）を展開してきたことである。こうした動きは，消費動向のファッション

情報を迅速的確に把握し，計画的に各段階の機能を有機的に結合し，タイミン

15)前掲，繊維工業審議会「新しい繊維産業のあり方」参照。
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グよく運営しうるシステム化展開の模索であったといえる16)。

アパレル産業の構造をみるさいには，当然，こうした広い視野の中に位置づ

けた分析が必要であるが，ここでは，その前提として脆弱な部門として問題を

にないながら，現実にアパレル商品の生産に直接たずさわるアパレルメーカー

とその下請生産体制に焦点をあて，その構造を概括しておこう。

アパレル商品の製造（縫製）工程は，別掲図のとおりであるが， アパレルメ

ーカーは，従来，①～④の企画・設計段階がアメリカなど先進アパレル産業国

とくらべておくれており，したがって，上位規模層を中心にすすめられてきた

海外メーカーとの提携は，まず，①のデザイン提携による商品導入に始まり，

さらに③～④の設計段階を，⑥以下の製造工程にむすびつけるシステム導入が

多く行われてきた。そしてRのパターン・メーキングでは，立体裁断にもとず

ー
準備工程

}土上

① SKETCH DESIGN (デザイン）

~ 
② PATTERN MAKING (型紙作り）

＊ 
③ PATTERN GRADING (サイズ展開）

＊ 
④
 

MARKING （型入れ）

)-企画

~ 
⑤ CLOTH CUTTING (裁断）

＊ 
⑥
 

SEWING （縫 製）

⑦
 

• PRESSING (プレス仕上）

ぷ
＜アパレル商品の製造（縫製）工程＞

16) くわしくは，大阪府立商工経済研究所「卸商業をとりまく環境変化と卸商業機能の実

態一繊維二次製品卸ー』， 同所，昭和51年5月，参照。前掲，上田達三「産業システ

ム化とファッション産業」，参照。
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く工業用パターン確立の前提として，すでに昭和45年， J ISサイズが発表さ

れている17)。⑧のパターン・グレイディングについては， サイズやパターン

の規格化が本格化すれば，コンビューターの利用が可能であり，アバレルメー

カー独自でコンビューター利用によるシステム確立を行っている企業が，紳士

服業界で出現している 18)。

⑤以下の製造工程については，すでに昭和40年代に入って以降，自家工場の

建設・拡充が，上位規模アパレルメーカーを中心にすすめられてきたが，ここ

で留意せねばならないことは，下請依存から脱却しようとめざしての自家生産

体制の拡充ではなかったことである 19)。

下請企業の担当工程は，この⑥裁断から⑥縫製および⑦プレス仕上げの工程

であるが，その受注形態から下請企業を次の 4つの形態に分けることができ

る。

(i) ⑥⑥⑦の工程を一貫生産する下請企業

(ii) ⑥縫製工程を専業とする下請企業

(iii) ⑥のうち，ボタン付け，穴かがりなど部分工程を専業とする下請企業

(iv) ⑦プレス仕上を専業とする下請企業

これらのうち，第 1次下請は， (i)を中心に， (ii)をふくむ企業である。

(ii)の一部， および (iii), (iv)は， どちらかといえば再下請に属する企業

が多くなっている。元方企業たるアパレルメーカーと直接つながる第 1次下請

は，元方企業と製品販売形式をとる企業が一部にみられるものの，ほとんどの

企業は元方企業から無償で原反・附属品の支給をうけ，これを元方企業の製品

企画・デザインなどの仕様にもとずいて生産加工した後，元方企業から加工賃

の支払いを受ける形式をとっているところに，下請企業たる所以がある。下請

17)千村典生『図説ファッション・ビジネス』鎌倉書房，昭和46年12月， 143ページ。

18)菅原正博，槻木正次『ファッション・インダストリーヘの挑戦」ビジネスリサーチ，

昭和48年7月， 219ページ。

19) くわしくは，大阪府立商工経済研究所「最近10年間における大阪中小工業の基本動向

ーその18・紳士既製服製造業（上）」同所，昭和45年6月， 97-104ページ。
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側が材料面で購入するのはせいぜい縫い糸程度にとどまっている20)。

アパレル商品の種類は，スーツ，スカート，コートなどの外衣類，ワイシャ

ッ，スポーツシャツなどの中衣類，アンダーシャツ，パンツなどの肌着・下着

類に分けられるが， これを細分化すると，各製品毎に，性別， 年令•世代層

別，体形・サイズ別，生地の素材・色柄別，季節別，用途（フォーマル，カジュ

アル）別，品質別，等ぼう大な数に分けられる。したがって，たとえば紳士服と

いった広義の製品一つに関してさえ，これを細分類のことごとくにわたって 1

企業が内製でカバーすることは，生産効率を云々する以前におよそ不可能な事

情を内蔵している。それにもかかわらず，販売にあたってはこれら種類の製品

をできるだけ品揃えすることが競争上有利に働く要因ともなっており，このこ

とが，外注または下請依存を大ならしめる要因となっている21)。

日本衣料縫製品協会によると，衣料縫製企業の 7割近い企業は下請専業であ

り22り また，下請生産割合は，紳士服53彩，婦人子供服71彩，中衣・下着70

％となっており 23), 衣料縫製品の生産における下請依存の役割の大きさがう

かがわれえよう。

元方企業たるアパレルメーカーとその下請企業との地位を決定づける要因

は，アパレルメーカーが，販売力，価格形成力，情報収集力を基礎に，製品の

企画・開発機能をもっているのに対し，下請企業ではこれらの機能をもたない

点である。

アパレル産業の構造的な特徴は，アパレルメーカーが生産の一部または全部

を多数の零細な縫製下請企業に賃加工させる形態をとっており，アパレルメー

カーの自家工場の建設・拡充をつうじて生産体制の近代化がすすめられてはき

20)大阪府立商工経済研究所『大阪府下縫製下請企業の実態＿取扱い製品，取引関係の変

化を中心として一』，同所，昭和52年5月， 38-39ページ参照。

21)同上害， 34-35ページ参照。

22) 日本衣料縫製品協会『アパレル産業設備状況調査報告書』，同協会，昭和52年。

23) 日本衣料縫製品協会『アパレル産業システム化』，同協会，昭和49年。
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たが，依然，問屋制的性格を残しているのである 24)。

アパレル産業が当面する課題は，量産化，資本集約化による生産の合理化，

近代化と，消費者の欲求する製品の多彩化，ファッション化という相矛盾する

方向を，下請利用の生産方式を包含した繊維産業全体の生産・流通システムの

有機的・機動的コントロールによって解決を求められている，ということがで

きよう。

(2) 下請生産体制の多層構造

アパレル産業における下請生産の役割の重要性については，すでに明らかに

されたが，その下請生産体制なり下請生産諸関係が，これまでのファッション

化進展のなかでどう変化してきたかを把握することは，繊維産業の再生をにな

うアパレル産業の今後の振興を考える場合に重要な前提となるだろう。

大阪府立商工経済研究所では，昭和51年 9月を調査時点とする大阪府下の下

請縫製企業の実態調査が実施され， 52年 5月にその成果が公刊されている25)0

わたくしもこの実態調査研究に参画の機会をうることができたのであり，以

下，この調査で明らかにされた資料を援用しつつ，下請生産体制の変容の実証

究明を，わたくしなりに試みてみたいとおもう 26)。

調査対象企業＜表・ B>は，紳士服 ・32,婦人子供服・ 27, メリヤス製品・

52, ワイシャツ.4, 合計115企業であり，その業態の内訳は，下請加工のみ・

102企業 (89彩），下請加工を主・製造販売を従・ 13企業 (11彩）であって，すべ

て第 1次下請を中心とする縫製下請企業からなっている。そして，これら第 1

24)前掲，上田達三「産業システム化とファッション産業」 98ページ。

25)大阪府立商工経済研究所「大阪府下縫製下請企業の実態ー取扱い製品，取引関係の変

化を中心として一』，同所，昭和52年5月。

26)同上書は，同所研究員，上野紘，天川康，森靖雄の 3氏による実態調査研究の成果で

あるが，わたくしはこの調査の設計企画段階から参画し，調査進行中に行われた何回

かの共同討議に参加させていただく機会をもつことができた。多くの有益・貴重な意

見・資料の教示を賜わった上記 3氏に深く感謝しつつ，以下の叙述構成は，わたくし

なりの方法による分析・整理・総合であることをおことわりしておきたい。よりくわ

しくは同上書を参照されたい。
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次縫製下請企業がさらに再下請への発注する企業は，常時 ・96企業，ときど

き.9企業をあわせて105企業 (91彩）に達し，規模の大小を問わず，縫製下請

企業が再下請を広汎に利用している実態がしめされている。

この再下請への発注状況の変化＜表・ 9>を，昭和45年とくらべてみると 27)

常時発注する企業が増加するとともに，その利用軒数も増加の傾向がみられる。

＜表・ B>縫製下請企業実態調査の対象企業概要

（昭和51年9月調査）

I紳士服i翌倫属1,リヤ盃ワイシャッ1合計

調査 対 象 企 業数 32 27 52 4 115 

畠態
下請加工のみ 28 22 49 3 102 

下請主・製販従 4 5 3 1 13 

Ir ；；翠
常時 32 23 37 4 96 

ときどき 1 8 ， 
発注しない 3 7 10 

1 ~ 3 人 2 4 7 13 

I 
4 ~ 9 人 6 11 31 48 

10 ~ 19 人 3 6 12 21 

20 ~ 29 人 3 2 1 1 7 

30 人以上 18 4 1 3 26 

（注） 実態調査は，縫製工程（本工程）のみ，および縫製工程に加えてボタン付，穴か

がり，仕上げなどの工程を，自工場内にもつ第1次下請企業を対象とし，紳士服，

婦人子供服は「大阪服装縫製工業組合」（約400社），メリヤス製品は「大阪府メリ

ヤス製造協同組合」と「大阪中央莫大小製造協同組合」（約240社），ワイシャツは

「大阪ワイシャツ商工協同組合」（うち下請企業16社）にそれぞれ加盟する下請企

業に調査票を配布，回収しえた計115企業を集計・分析の対象としている。

（資料） 大阪府立商工経済研究所『大阪府下縫製下請企業の実態ー一取扱い製品，取引

関係の変化を中心としてー」同所，昭和52年5月，①41ページ，③44ページ，

③ 122ページ，（注）33ページより作成。

27)前掲同上書による比較の基準年次は昭和45年となっており，以下の本稿において同上

書の資料から変化の事情をみる場合は，昭和45年を比較年次としている。
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＜表・ 9>縫製下請企業の再下請利用状況の変化

昭 和 45 年 昭和 51 年

企業数 l構成比 企業数 1 構成比

常 時 78 67.8 96 83.4 

とき どき 18 15. 7 ， 7.8 

出 さ ず 15 13.0 10 8.6 

無 記 入 4 3.5 

ムロ 計 115 100 115 100 

1 ~ 3 軒 27 28.1 21 20.0 

4 ~ 5 軒 12 12.5 11 10.5 

6 ~ 10 軒 23 24.0 29 27.6 

11 ~ 20 軒 16 16. 7 18 17.1 

21 軒以上 11 11. 5 19 18.1 

無 記 入 7 7.3 7 6. 7 

利用企業計 96 100 105 100 

（資料）大阪府立商工経済研究所，前掲書，①44ページ，③46ページより作成。

利用する再下請の工程は，各業種，規模をつうじて， 「縫製工程」を主体と

し， 「ボクン付」，「穴かがり」，「仕上げ」の各部分工程も広汎に利用されてい

る28)。

「こうした実態は，第 1次下請を中心とする縫製下請が，単に生産・加工工

程の分化に伴う補完あるいは外部労働力活用のために再下請を利用しているば

かりでなく，第 1次下請企業自らが，元方企業の役割の 1部，つまり，元方か

らの受注分を再下請にも振り分けるという， “振り屋”的役割を代替している

事実をしめして」29)おり，今日のアパレル産業における下請制の多層構造が明

らかであろう。

28)全体の 8割の企業が「縫製工程」を， 半数前後の企業が「ボタン付」， 「穴かがり」，

「仕上げ」などの部分工程を，再下請に発注している。同上書， 42ページ。

29)同上書， ・42ページ。
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(3) 縫製下請の企業規模の変化

調査対象企業の従業員規模構成の変化＜表・ 10>をみると，昭和45年とくら

ペて， 30人以上企業のシェアは変わらないが， 10~19人規模層のシェア低下

と， 4~9人規模層のシェア上昇がみられ， 10~19人層から 9人以下層へ転落

している企業が多いことがしめされている。このことは，すでにみた『工業統

計』・衣服その他繊維製品製造業における零細化進展（前掲＜表・ 4>参照）の

事実を裏付けるものといえよう。また，従業員数が減少した企業数は，増加し

た企業数を大きく上回わり，とりわけ， 19人以下の各規模層では，従業員数を

減少させた企業が多い反面， 20人以上層では増加させた企業が多くなってお

り，縫製下請企業の階層分化が進んだことがしめされている。

以上の従業員規模の変化に対して，縫製下請企業の主たる生産手段であるミ

シンの台数規模の変化＜表・ 11>, <表・ 12>では，逆の傾向がみられる。い

ずれの業種，規模層とも，ミシン台数の増加企業が減少企業を上回わり，全体

として半数以上の企業がミシン台数を増加させている。とりわけ，紳士服，婦

人子供服など，ファッション化がすすんだ外衣関係に増加企業が多いことが注

目される。

＜表・ 10> 縫製下請企業の従業員規模構成とその変化

昭 和 45年
従業員規模

昭和 51年 昭昭和和4551年年のに従く業ら員ぺ数た

企業数 1構成比 企鄭改 1構成比 増加企業 l不変企業 l減少企業

1~ 3人 11 I 9.6 13 11. 3 1 3 ， 
4~ 9人 35 30.4 48 41. 7 ， 7 29 (3) i 

10~19人 34 29.6 21 18.3 5 2 1a c1) I 
20~29人 10 8.7 7 6.1 4 1 2 

30人以上 25 21. 7 26 22.6 18 2 4 c2) I 
ムロ 計 I 11s I 100 1 11s I 100 1 37 1 1s I 57 (6) 
（注）かっこ内は無回答企業数

（資料）大阪府立商工経済研究所，前掲書， 122ページ， 125ページより作成。
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設備台数でみた規模構成において拡大化の傾向がみられ＜表・ 12>, 従業員

規模構成では零細化の傾向をたどっている＜表・ 10>という事実は，一般的に

＜表・ 11> 縫製下請企業のミシン台数の変化（昭45→51年）

増加企業 不変企業 減少企業 合 計

紳 士 服 26 4 1 32 (1) 

業
婦人子供服 15 6 6 27 

種 メリヤス製品 17 20 13 52 (2) 

ワイ シャッ 2 2 

゜
4 

1 ~ 3 人 5 5 3 13 

従 4 ~ 9 人 16 18 13 48 (1) 
業

員 10 ~ 19 人 12 4 4 21 (1) 
規

20 ~ 29 人 5 2 

゜
7 模

30 人以上 22 3 

゜
26 (1) 

実数 60 32 20 115 (3) 
ムロ 計

% 52.3 17.4 27.8 100(2. 6) 

（注）かっこ内は無回答企業

（資料）大阪府立商工経済研究所，前掲書， 78ページより作成。

＜表・ 12> 縫製下請企業のミシン台数規模構成の変化

昭和 45 年 昭和 51 年
ミシン台数規模

企業数 構成比 企業数 構 成 比

1 ~ 4 台 6 5.2 5 4.3 

5 ~ 9 台 27 23.5 21 18.3 

10 ~ 19 台 36 31. 3 40 34.8 

20 ~ 29 台 21 18.3 14 12.2 

30 台以上 22 19.1 35 30.4 

ムロ 計 I 11s (3) I 10oc2. 6) I 115 100 

（注）かっこ内は無回答企業

（資料）大阪府立商工経済研究所，前掲書， 77ページより作成。
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は資本装備率の増大を意味し，合理化・省力化を通じて生産性の向上につなが

るものと解されるが，しかし縫製下請企業の場合は，この一般論があてはまら

ないようである。その背後には多くの事情がからみあっているが，ここでは取

扱製品の変化，取引関係の変化をみたあとで，こうした実態を設備内容の変化

との関連でみることにしたい。

(4) 縫製下請の取扱い製品と受注形態の変化

縫製下請企業の取扱製品の変化＜表・ 13>をみると，広義の範ちゅうでの製

品には大幅な変化はみとめられず，だいたいにおいて昭和45年頃と同じ取扱い

品となっている。

このことは，異業種間（たとえば紳士服と婦人子供服）はもちろんのこと，同業

種間（たとえば紳士服業種内での上衣とズボン）においても， 縫製技術，生産ロッ

トなど，種々の面で製品毎の特性が存在していること30) から，取扱い製品を

＜表・ 13>縫製下請企業の取扱い製品の変化

昭和 45 年 昭和 51 年

企業数 1 構成比 企業数 l構成比

上下服スーツ 24 20.9 25 21. 7 

スーツの上衣 15 13.0 15 13.0 

カジュアルの上衣 ， 7.8 11 9.6 

ズ ボ ン 15 13.0 15 13.0 

ブ ラ ゥ ス 8 7.0 ， 7.8 

コ 卜 16 13.9 17 14.8 

ワ イ シ ヤ ツ 5 4.3 5 4.3 

T・ボロ シャッ 20 17.4 24 20.9 

下 着 40 34.8 37 32.2 

そ の 他 3 2.6 4 3.5 

ムロ 計 I 115 I 100 I 115 I 100 

（注）複数回答あり

（資料）大阪府立商工経済研究所，前掲書， 64ページより作成。
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容易に変えることができない事情にある。このような業種別特性は，元方企業

から下請企業への製品発注形態に業種別差異があることをも意味している。

紳士服では，製品の「下請間分割方式」81) の発注形態がおもにとられ，下

請，再下請ともに，取扱い製品の専門化した形態が，すでに昭和40年代中頃に

みられていたが，これが今日広範囲に浸透してきている32)。

これに対して婦人子供服では，紳士服のような「分割発注」は，再下請をふ

くめて少なく，「一括発注•生産方式」83) が多くとられており，製品が高級化

するほど，この形態をとる企業が多い。 1製品あたりロットが小さい婦人服で

は，単品のみの取扱いでは生産が不安定化するために， この「一括発注•生

30)たとえば，紳士服と婦人子供服とでは，素材面では前者が毛などの天然繊維の，後者が

天然繊維に加えて合成繊維のウエイトが高く，デザインでは後者がより強調される。

生産ロットは前者が大きく，後者が小さい。さらに技術面では， どちらかといえば紳

士服の方が高度な技術を要する，等々といった事情がある。また同じ紳士服の業種の

中にあっても，上衣，ズボン，コートではそれぞれ生産ロットにおいても，技術面に

おいても差異があり，結局同業種内においても，製品の多種類取扱いが困難な事情が

ある。同上書， 62ページ参照。

31)紳士服業界にみられる「下請間分割方式」を具体的にみると，スーツの上・下とも一

括して下請発注するのではなく，上衣，ズボン，チョッキをそれぞれ別の下請企業に

発注する。替上衣，替ズボン，コートなどでも同じ傾向にある。また，元方企業から

下請企業への段階で一括発注している場合でも，下請企業が再下請へ発注する段階で

ほぼ同様の「分割」形態がとられる傾向が強くなっている。この方式，形態をもたら

している根拠は，各種製品間の技術レベルに差があることだけでなく，紳士服が他の

衣服縫製品に比較して生産ロットがまとまっており，採算，生産性の面でもこの方式

がより効果的だからである。ある原糸メーカーを元方とする某下請企業の例をみる

と，地方に点在する自家工場の各工場別に 1つの製品をそで，えり，ボディの各部分

のみ担当させ，これをまた別の工場でアッセンプルした後に，仕上げ担当の下請企業

にまわすという，完全な「工程間分業」ないし「組立生産」さえ採用している。同上

書， 63-66ページ参照。

32)同上書， 63ページ。

33)たとえば，婦人服ツーピースは上・下とも同一下請企業に発注され，下請企業もこれ

を自家工場で生産する場合は，上・下ともに生産する。これは単にロットの問題であ

るだけでなく，婦人服の場合，素材が同じならば形は異っていても一対の製品という

婦人服業界独特の慣習も強く働いているようである。同上書， 66ページ。
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産」も複数製品をともなう傾向を強くしいる34)。

さて，縫製下請企業の取扱い製品の質的変化について，素材面，品質面からみ

てゆこう。まず素材面についてみると，「現在，主として使用している生地素材

は，紳士服が＜毛＞，婦人子供服が＜合繊＞と＜毛＞，メリヤス製品が＜綿＞，

ワイシャツが＜合繊＞と＜綿＞，となっており，この限りでは業種それぞれの

従来からの特性がなお続いている状況にあるが，昭和45年との比較では，メリ

ャス製品をのぞいて， いずれも＜合繊が増えた＞とする企業が多くなってい

る。 こうした素材面の変化は，単に合繊，天然繊維の各単一素材にとどまら

ず，混紡素材が増えていること，さらに婦人物にみられるジョーゼットやボイ

ルなど極めて薄い生地のほか，特殊織・変り織生地の割合増加，そして人造皮

革繊維といった新素材も出現するなど，一段とバラエティに富んだ状況を呈す

るにいたっている」35)。

このような素材面の変化に加えて，縫製下請企業の主取扱い製品の品質の変

化＜表・ 14>にみられるように，製品品質の高級化があげられる。全体として

高級品を扱う企業が増加しているが，とりわけ紳士服，婦人子供服において高

級化の進展が著しいことがしめされている。近年における外衣を中心とした縫

製下請企業における高級化の進展は，かなり顕著な現象であるといえよう。

そして，高級化をすすめた動機は，縫製下請企業自らが主体的に情勢への対

応を図ったとする事例よりも，取引先の要請によって進めたとする事例が多

ぃ36)ことからみて，縫製下請企業では，「元方企業のデザイン指示と原反支給

のもとに，やはり受動的対応である傾向が強くなっている」37)。

ちなみに，縫製下請企業がデザインを決める割合＜表・ 15>をみると，依然

として元方企業にデザインの決定権をにぎられている企業が圧倒的に多いこと

34)同上書， 66ページ。

35)同上書， 68ページ。

36)高級化をすすめた59企業の動機は，＜取引先の要請による>39企業 (67彩），＜自社

ですすめた>19企業 (33彩）となっている。同上書， 72ページ。

37)同上書， 72ページ。
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がしめされている。このことは，「下請企業側が実質的には＜技術屋＞あるい

は＜職人＞として位置づけられていることを意味していると同時に，下請企業

＜表・ 14>縫製下請企業の主取扱製品の品質の変化

昭 和 45 年 昭和 51 年

企業数 1 構成比 企業数 1 構成比

高 級 ロロロ 16 50.0 26 81. 3 
紳

普 通 ロロロ 15 46.9 6 18.8 
士

低 級 llロll 1 3.1 

゜ ゜服
計 32 100 32 100 

高 級 品 12 44.4 70.4 

閃 普 通 品 15 55.6 29.6 

孟服 低 級 ロロn 

゜ ゜ ゜計 27 100 100 

高 級 品 35 30.4 50.4 
そ
の 普 通 品 76 66.1 48.7 ， 低 級 品 4 3.1 0.9 

＾ ロ

計 115 100 100 

（資料）大阪府立商工経済研究所，前掲書， 71ページより作成。

＜表・ 15>縫製下請企業がデザインを決める割合

昭 和 45 年 昭和 51 年

企業数 l構成比 企業数 1 構成比

元方 100形・下請 0 % 100 87.0 93 80.9 

II 70~99形• II 1~30彩 ， 6.1 12 10.4 

II 50~69彩・ II 31~5Q彩 2 1. 7 6 5.2 

,, 50彩未満・ 11 50彩以上 2 1. 7 1 0.9 

無 記 入 2 1. 7 3 2.6 

ムロ 計 I 115 I 100 I 115 I 100 
（資料）大阪府立商工経済研究所，前掲書， 58ページより作成。
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の地位からなかなか脱し得ない条件下におかれている実情を示している」88)。

(5) 下請取引関係の変化

縫製下請企業と元方企業との間の取引諸関係とその変化を，下請企業の取引

先のうちでエ賃収入のもっとも多い取引先＝第 1位取引先，との取引関係に焦

点をあて，その内容をみていこう。

第 1位取引先の業態＜表 ・16・ ①>は，昭和45年とくらべて大きな変化はな

く，ともに＜製造問屋＞と＜卸売商＞が 9割近くを占めており，縫製下請企業

の主たる元方企業は，いわゆるアパレルメーカーということができる。

このように第 1位取引先の業態にはほとんど変化がみられないが，第 1位取

引先そのものを変えた下請企業はかなりの数にのぼり，とくに婦人子供服業界

において取引先の流動化が激しい事情がみられる89)。

第 1位取引先からのエ賃受取り額が全工賃に占める割合＜表・ 16・③＞の変

化をみると，第 1位取引先に対するエ賃依存度が全体として低下している傾向

がみられ，下請専属度が低下してきている，とみることができる。しかし，第

1位取引先とのエ賃決定の方法については，半数以上の下請企業が，事実上，

元方企業にエ賃決定権を握られている40)。

しかも，第 1位取引先からの 1回あたりの受注ロット＜表・ 16・⑧＞は，ぁ

きらかに減少の傾向がみられる。 45年にくらべて51年では， <1カ月以上＞の

38)同上書， 57ページ。

39) 115企業のうち第 1位取引先が＜変った>46企業 (40%),<同じ>59企業 (51%),

＜不明>10企業 (9彩）となっているが，婦人子供服では27企業のうち，＜変った＞

16企業 (59彩）が，＜同じ>10企業 (37%)を凌駕している。同上書， 90ページ。

40)エ賃決定の回答は， 115企業のうち＜取引先との話し合い＞が91企業 (80彩）を占め，

＜取引先が決める＞のは23企業 (20彩）であって，一見，下請企業の自主性があるか

にみえるが，＜話し合い＞の結果は，＜取引先の指値近くになる>as企業，＜両者の

中間値>35企業であり，＜自社の見積り値近くになる＞のは17企業にすぎない。した

がって，＜取引先が決める>23企業と，話し合いの結果＜取引先の指値近くになる＞

38企業を合わせた61企業 (53%)は，元方企業にエ賃決定権をにぎられていることに

なっている。同上書， 112-113ページ参照。
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＜表・ 16> 縫製下請企業の第 1位取引先との取引関係

昭和 45 年 昭和 51 年

企業数 1 構成比 企業数 1 構成比

紡 績 ムロ 繊 1 0.9 2 1. 7 

鸞
総 ムロ 商 社 5 4.3 6 5.2 

縫製メーカー 31 27.0 30 26.1 

I 製 造 問 屋 69 60.0 66 57.4 

卸 売 商 8 6.9 7 6.1 

の
百 貨 店 1 0.9 

雷
ス ノぐ 1 0.9 

専 門 店 1 0.9 2 1. 7 

嘉
100 .% 依 存 39 33.9 32 27.8 

80 ~ 100彩未満 34 29.6 30 26.1 エー

ii 50 ~ 80 ／／ 30 26.1 35 30.4 

30 ~ 50 ” 6 5.2 15 13.0 

るの 30 % ” 2 1. 7 3 2. 7 

喜
無 記 入 4 3.5 

1 ~ 3 日 分 8 7.0 17 14.8 

4 ~ 5 ‘’ 7 6.1 5 4.3 

6 ~ 7 ” 16 13. 9 . 19 16.5 

8 ~ 10 II 22 19.1 24 20.9 

11 ~ 15 ” 18 15.6 14 12.2 

ロ 16 ~ 1 ケ 月
ツ

26 22.6 23 20.0 

卜 1 ケ 月 以上 10 8. 7 5 4.3 

無 記 入 8 7.0 8 7.0 

A ロ 計 I 115 I 100 I 115 I 100 

（資料）大阪府立商工経済研究所，前掲書，①91ページ，③93ページ，③86ページより

作成。
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企業が半減し， <16日~1カ月>,<11~15日＞の企業も減少しているのに対

し， 10日以内の企業が増加し，とくにく 1~3日＞という小口受注の企業が倍

増しているのが注目される。また，「受注ロットが45年にくらべて＜増加＞し

た企業はわずか10彩にすぎないのに対して，＜減少＞した企業は41彩をしめて

おり，受注ロットの減少がかなり一般化している現状がうかがえる」41)。

このように，第 1位取引先からの受注ロットが減少をたどってきた過程で，

縫製下請企業は，第 1位取引先以外の取引先軒数を増加させ42), 受注総額を

増加させることによって，第 1位取引先からの受取エ賃の伸びなやみ傾向を補

っている様相がみられる48)。

(6) 縫製下請企業の経営実態の変化

アパレル製品の高級化，ファッション化の進展にともなって，元方企業のア

パレルメーカーが縫製下請企業に対して発注ロットを小口化し，納期を短縮化

してきた事情が，以上にみた縫製下請企業のサイドから明らかとなっている。

縫製下請企業では，下請専属度の低下のもとで，取引先数を増やして受注総

額の増大をはかる一方，再下請を利用しつつ，多品種少量の，しかも高級化要

請にこたえうる生産技術体系の整備，充実にせまられたのである。そのために

は，従来の汎用ミシンから，高性能な機能別専用ミシンの増設を必要とし，す

でに指摘したように，従業員規模が全体として縮小するなかでミシン台数の増

加がみられる結果となったのである。それは， 「生地素材が複雑化したことに

41)同上書， 84ページ。

42)昭和45年とくらべた全取引先軒数の変化をみると，＜増加した＞企業・ 38,<減少し

た＞企業・ 24,<変化なし＞の企業・ 53, であり, 1~3人の零細層では＜減少＞企

業・ 5が＜増加＞企業・ 1を上回わっているが， 4人以上層では＜増加＞企業・ 37が

＜減少＞企業・ 19を大きく上回わっている。同上書， 94ページ， 96ページ。

43)全取引先からの年間受取エ賃総額は， 45年にくらべて＜増加した＞企業・ 88,<減少

した＞企業・ 13,<変化なし＞の企業・ 6であり，増加企業が 8割近くに及んでいる

のに対し，第 1位取引先からの年間受取エ賃額は，＜増加した＞企業・ 55,<減少し

た＞企業・ 40,<変化なし＞の企業・ 18であり， 不変・減少企業が 51免‘に及んでい

る。同上書， 109ページ参照。
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伴い生地の厚さや織り方に合わせたミシンが必要になっていることや，ファッ

ション性の強化によって，例えばししゅう，ダプルステッチなど飾り縫い用特

殊ミシン，あるいは複列縫いミシンなど，必ずしも縫い工程で常時稼動しない

ミシンも導入しておかなければならないことなど，従業者規模の大小に関わり

なく，多様化している製品に対して弾力的に対応が可能なように設備を装備し

ておかなければならなくなってきていることに深く関わっている」44)。

縫製下請企業がこのようなミシンなどの設備購入に際して行う資金調達は，

下請企業自身の自助努力に負うところが大となっており45), 多くの下請企業

にとって資金負担増，採算悪化の傾向がみられる46)。

「この傾向が物語るのは，もちろん人件費の上昇が底流に潜んでいることの

事実を等閑視することはできないにしても，やはり近年のファッション化・高

級化の深まりへの対応が縫製下請側の費用負担をそれだけ増大させている，と

いうことではなかろうか。常時使用しないミシンまでもバラッキの多くなった

製品に対して弾力的な対応が可能なように整備しておくことの必要性と伴せ

て，・・・受注ロットの減少と納期の短縮化により操業度が不安定化しているこ

と，さらに素材の多彩性に応ずるために縫い糸についても多種類に亘って用意

しておくことの必要性やデザインの複雑化に伴う縫製作業の煩雑化等々，要す

るに以前と比較して“手間”と“カネ”がより多くかかるようになってきてい

るにもかかわらず，エ賃そのものはこれに見合った分が実現されていない傾向

を強くしているわけである」47)0

44)同上書， 76ページ。

45)設備資金のおもな調達先は，＜自社調達>69企業 (60%),<公的機関>37企業 (32

彩），＜金融機関>21企業 (18%)であって（複数回答），＜取引先＞からの調達例は

2企業にしかすぎない。同上書， 79ページ， 81ページ。

46)昭和45年と比較した最近の第 1位取引先との採算状態は，＜悪くなった＞が46企業に

のぽり，＜良くなった>30企業，＜変化なし>17企業を上回わっている。同上書，

115ページ。なお同上書には， 工賃総額の推移，変化割合，返品事情などの分析から

も，採算悪化の傾向が説明されている。
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4. アパレル産業発展の条件と政策的意味

アパレル産業は，膨大な数の中小零細企業・内職群からなる下請生産体制の

多層構造が，その土台を形成している。今日，新しい繊維産業のあり方が，フ

ァッション化を軸とするアパレル産業の育成強化に求められているが，そのた

めにはアパレル産業の下請中小零細企業の体質強化策が重要な課題となること

はあきらかであろう。

すでになされた分析をつうじて， 「ファッション化・高級化を軸とするアパ

レル化の進展というわが国繊維産業の新たな展開が，実質的な生産の場として

の縫製下請の生産能力を質的に一段と向上させつつも，生産諸関係の面では旧

態依然たる関係の下にむしろ状況を悪化させる内容をもって展開されつつある

実情」48) がみられる。

縫製下請企業としては， 「自らが資金，技術力をはじめとする経営的能力に

応じて，この新しい時代への対応を迫られているのである。ここに，当然なが

ら縫製下請企業に今日なりの階層分化が進行せざるを得ない根拠があると同時

に，すでにそうした状況の進展があらわれている。ただこの階層分化も，経営

規模を基準としているきらいを否定しえないものの，経営規模とは無関係な基

準が作用している要素も充分認められうる。その基準が，実は技術力水準にあ

るということともに， それ自体がまた元方レベルにおける技術力水準を基準

とした縫製下請再編成の進行を反映しているものであると把えられるのであ

る」49)。

アパレル産業の展開のもとでみられる下請生産体制の変容の実状を以上のよ

47)上野紘「アパレル化の進展と縫製下請の階層分化」， 大阪府立商工経済研究所『商工

経済研究』第4号， 1977年7月所収， 17-18ページ。なお，この論文は，前掲実態調

査を担当した上野氏が，表題の視点から同上資料の分析をつうじて別に発表されたも．

のである。

48)上野紘，同上書， 18ページ。

49)同上書， 18ページより要約引用。
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うにとらえるとすれば，大都市下請中小企業の発展の条件は，ファッション化

の進展にともなう元方企業からの受注ロットの小口化，納期の短縮化，品質高

度化に対応しうる技術レベルの不断の引上げを，情報収集力，財務基盤の強化

をつうじて図っていきうるか，いなかにかかっている。同時にこの過程をつう

じて，これまでむしろ悪化傾向がみられた下請取引諸関係の改善を図る必要が

あり，それには繊維産業全体の生産・流通に残存する旧態依然たる取引制度・

慣習を，新しい時代に対応しうるように改善することが前提となるべきであ

り，この視点から中小企業をとりまく環境の不利是正策と適応政策が図られな

ければならない。それは，繊維産業の各段階のもつ機能を有機的に結合し，消

費動向の情報を迅速的確に把握して，計画的にタイミングよく運営しうるよう

な産業システム化の方向が，支配・被支配の関係にたたない公正な取引にもと

ずく社会的分業のもとで行わしめる，という問題視角からの政策の推進が必要

ということであろう。

「今後の垂直的連携の強化による構造改善のなかで，アパレル産業の充実強

化は焦眉の急務」50), とする提言が，構造不況のもとにある原糸メーカー等大

資本を救済するために，アパレル産業の中小零細企業に犠性を強いつつ推進す

る政策になってはならないことを強調しなければならないのである (1978.5. 

30)。

!50)前掲，繊維工業審議会「新しい繊維産業のあり方」 3ページ。




